
単位：m2

(A/A+B)

約686ha 約12ha 約98%

単位：m2

(A/A+B)

北九州空港跡地産業団地

（小倉南区曽根北町）

サイエンスパーク

（若松区青葉台西６丁目）

マリナクロス新門司（※）
（新門司２期臨海造成地）

（門司区新門司北１・２・３丁目）

北九州市全域
（１１箇所）

6,862,717

【参考】分譲中の市所有産業団地 

100.0%1,440,875 0

未分譲
B

分譲率
（％）

122,669 98.2%

分譲済
(リース含)

A

産業経済局企業立地支援課

　２　産業用地として紹介している民間所有地等　   約100ha

　１　市所有産業団地の分譲状況

77.9%

73,210 45,790 61.5%

※マリナクロス新門司は、一部埋立地造成中。造成完了後、随時分譲。

270,723 76,879

北九州市内の産業用地の現状

団　　地　　名
（　所　在　地　）

分譲済
(リース含)

A

未分譲
B

分譲率
（％）

対　　　象

1



 

地域未来投資促進法による特例措置を活用した 

産業用地創出の取組について 
 

１ 特例措置の概要 

 
２ 特例措置適用に向けた手続の流れ（北九州市の取組状況） 

 

 
R6 秋 県基本計画に特例措置の適用が可能となる 

「重点促進区域」を追加       （国同意） 

事業者が牽引事業計画を策定        （県承認） 

(対象用地) 
「福岡県地域未来投資促進基本計画」
に定められた地域経済牽引事業に該
当する施設の用地 

 

(対象分野) 

・成長ものづくり分野 

（自動車、半導体、宇宙ビジネス、 
ロボット関連産業等） 
 

・物流関連分野      ←R6.4 追加 
 

・ＩＴ関連産業分野 
（データセンター等）←R6.4 追加 
 

・グリーン関連分野 

・バイオ・メディカル分野 

・観光関連産業分野 

・農林水産分野 

・クリエイティブ産業分野 

計８分野

(特例措置①)  

無秩序な市街化を防止し、計画的な市街化を図るた

め、都市計画区域を市街化区域と市街化調整区域に

区分し、市街化調整区域においては開発を抑制        

（地域未来法活用） 

所要の手続を経ることで、 

市街化調整区域のまま開発許可が可能 

【対象施設】・高速道路等のＩＣや幹線道路に近接し 

た区域における「工場」、「研究施設」、 

「物流施設」 

・変電所近傍における「データセンター 

（10ha 以上）」              等

(特例措置②)   

農用地区域や第一種農地は、原則、農地転用不許可 

           （地域未来法活用） 

地域経済牽引事業に該当する施設の用地を

整備する場合、農地転用が可能

市が土地利用調整計画を策定     （県同意） 

  市街化調整区域の開発・農地転用が可能 

R5 年度 民間開発計画募集エリア設定に向けた調査 

(企業ニーズ調査や開発事業者ヒアリング調査) 

R6 夏 民間開発計画募集エリアの公表（予定） 

     ➡民間開発計画の受付開始 

▽ 

▽（開発計画をもとに） 

▽（開発計画をもとに） 

▽（開発計画をもとに） 

▽ 

▽ 

R7 年度末 造成工事に着手（最速で手続が進んだ場合） 

▽ 
事業者による用地取得、農地転用、開発許可等 

の手続 

▽ 

８ヶ月程度 

８ヶ月程度 

産業経済局企業立地支援課  
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